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□ １ 電気通信役務の特性 
 
□ ２ 説明義務等の在り方（適合性の原則、書面の交付、広告表示） 
 
□ ３ 契約関係からの離脱のルール（取消し、クーリングオフ、解約） 
 
□ ４ 販売勧誘活動の在り方 （再勧誘、代理店監督体制） 
 
□ ５ 苦情・相談処理体制の在り方 
 
 □ ５－１ 事例 
 □ ５－２ 論点 

✔  



○ 住宅、自動車、金融（銀行、生命保険、損害保険）、共済、家電等主要な業界において共通的な消費者対応窓口を設置している状況である。電気通信市場
は、市場規模が拡大し、国民の生活に密接に関わるとともに、サービスが高度化・複雑化し、苦情・相談も増加傾向にある中、業界をあげての取組が要請さ
れていることから、電気通信業界としてのコールセンターの設置が適当との強い指摘がある。 

○ 電気通信業界としての責務を果たしていくとの姿勢で、直接的に利用者からの苦情・相談状況を把握し、透明性を確保しつつ、適切な対応を行い、業界全
体としての消費者保護に係る取組の底上げを図るため、まずは、設置の検討に当たっては、苦情・相談の多い「光ファイバー」、「携帯電話サービス」及び
「モバイルデータ通信」を念頭に、業界共通的な消費者対応窓口の設置を検討することが望まれる。 

利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会｢ＣＳ適正化イニシアティブ｣(平成２５年９月) 

○ 電気通信事業者の業界団体で利用者からの苦情・相談を直接受けることにより、利用者の立場に立った解決の促進が期待されるため、業界団体では、業
界団体としての苦情・相談窓口の設置を検討すべきである。 

○ 電気通信分野では、高額パケット料金請求、料金体系の複雑性に基づく紛争、通話エリアの制限、端末の水濡れ故障、多数の主体が関係する紛争等をは
じめとして、専門的な知識を必要とする紛争が生じている。・・・電気通信分野では、高額パケット請求などを除くと、紛争の対象は比較的少額なものが多いと
考えられ、費用や時間を考慮すると、訴訟は、現時点では必ずしも容易に活用できるとは言えない面がある。 

○ 電気通信分野について、既存のＢ２Ｃの枠組みについて苦情相談・相談体制の大幅強化を行った上で、裁判まで至らない場合に、ＡＤＲの必要性が考えら
れる。これに関し、例えば、業界団体等が、ＡＤＲの必要性に応じて、自主的にＡＤＲ設置の動きが出てくることを期待することが適当と考えられる。 

○ 電気通信分野における裁判外紛争処理については、内容に専門性が高いこと、少額の紛争が多いこと、同様の処理が可能な紛争が類型的に生ずること
もあることなど、分野独自の機関による対応に馴染むとも考えられる。一方で、固定電話、携帯電話、インターネット接続サービスなど多様な電気通信サー
ビスを一律で扱うことができるのか、コンテンツサービスの問題や端末の問題など隣接領域との切分けができるのか、裁定、仲裁、相談などのうちどこまで
の機能が求められるのか等の検討すべき課題も考えられる。 

○ 特に、業界団体では、裁判外紛争処理機関について、これまで利点や問題点についての具体的な整理が行われてきていないことを踏まえ、利用者からの
信頼を高める取組であることを認識し、まずは具体的な論点の整理及びそれについての検討を行うことが求められる。 

｢電気通信サービス利用者懇談会報告書｣（平成２１年２月） 

利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会｢電気通信サービス利用者の利益の確保・向上に関する提言｣(平成２３年１２月) 

電気通信分野における苦情・相談処理体制に関する過去の議論の経緯 

 過去の総務省における研究会においては、ＡＤＲやコールセンターの導入に向けた提言が数次に渡り行われ、電気通信
サービス向上推進協議会を中心とした検討が行われてきたが、実現には至っていない。 

 特に、コールセンターについては、①契約者情報を保有できないこと、②個社ごとの相談内容の差が大きいこと、③PIO-
NETの相談内容の多くが消費者専門家に対して中立的助言を求めるものであること等を踏まえ、設置は見送りとされている。 
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ADRについて 

  ADR（裁判外紛争解決手続）とは、訴訟手続によらずに民事上の紛争の解決をしようとする紛争の当事者
のため、公正な第三者が関与して、その解決を図る手続(裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第１条)。 
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運営主体 

紛争解決手続 

相談・助言 あっせん・調停 仲裁 

司法型 裁判所が設置・運営するADR。民事調停法上の調停、家事事件手続法上の調停など。  

行政型 行政機関が設置・運営するADR。行政が管轄事項についてより効率的・実効的に管理を行うために実施。 
国民生活センター、消費生活センター、電気通信紛争処理委員会など。 

民間型 上記2つ以外のADR。人的・財政的基盤に関する紛争当事者からの独立性という面から、さらに以下の分類が可能。 

業界型 特定の業種の事業者等で構成される団体による財政的負担に基づいて設立・運営され、これらの事業者の提供する製品やサービ
ス等に係る消費者紛争を対象として提供されるADR。PLセンター、金融ADRなど。 

独立型 ①同業者・共同体内部者間の紛争を対象とする伝統的ADR。海事仲裁委員会など。 ②弁護士会が設置・運営するADR。 ③その他
の当事者から独立した運営主体によるADR。 

接合型 独立型・業界型の混合型。弁護士会が設立・運営に関与するが業界団体・関係行政機関と連携したり委託を受けたりするもの。 
交通事故紛争処理センター、地デジＡＤＲなど。 



民事訴訟手続とＡＤＲとの比較 

民事訴訟手続 ADR 

手続を主宰する構
成員 

裁判官に限定 裁判官に限定されない 
→各分野の専門家の活用が可能 

手続の公開 公開 非公開 
プライバシーや営業・技術の秘密に関わる紛争を非公開手続によ
り解決可能 

紛争の解決基準 実体法 
和解による解決以外は、法律上の権利義務の存否の確認、義務
履行の命令に限られる 

実体法にとらわれない 
実体法以外の条理にかなった解決基準を採用し、紛争の実情に応
じた解決が可能 

事実の存否に対す
る判断 

事実の存否を一義的に確定する必要 
和解による解決以外では、心証が灰色であるときにも、証明責任に
よってその存否を確認 

必ずしも事実の存否を一義的に確定する必要はない 
心証の度合いに応じた柔軟な解決が可能 

利害関係人の参加 （判断の対象が当事者間の権利関係に限定されるため） 
和解によらない限り、当事者間のみの紛争を解決 

（判断の対象が当事者の権利関係に限定されないため） 
利害関係を持つ者を広く参加させることにより、紛争の全体的解決
が可能 

相手方の応答義務 応訴の負担を負う 
被告が控訴しない場合にも強制力を有する 

応答義務はない 
当事者間の契約上、紛争が生じた場合にはADRによる紛争解決に
応じる旨をあらかじめ定めておくことが考えられる 

解決結果の履行確
保 

確定判決は債務名義となる 
債務名義に基づいて強制執行が可能 

解決結果は原則として債務名義とはならない 
債務の履行を確保するためには、解決結果に基づいて公正証書を
作成しておく等の措置が考えられる 

手続に必要な費用 （法律専門家による十分な主張・立証活動や専門家による鑑定が
必要な場合があり） 
申立費用の他に弁護士費用や鑑定費用が必要 

（法律専門家に頼らずに、当事者自らの手で紛争を解決し得るた
め） 
原則として弁護士費用や鑑定費用は不要 

出所：「ＡＤＲ（裁判外紛争解決手続）について」（07年5月内閣府国民生活局） 
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電気通信紛争処理委員会の機能 

あっせん・仲裁 
 電気通信事業者間、コンテンツ配信事業者等と電気通信事業者との間、ケーブルテレビ

事業者等と地上テレビジョン放送事業者との間等の紛争に対し、「あっせん」や「仲
裁」を実施する。                        

諮問に対する 
審議・答申 

 総務大臣が、電気通信設備の接続協定、地上テレビジョン放送の再放送の同意の裁定、 
  業務改善命令等を行う際、総務大臣から諮問を受け、審議・答申を行う。 

勧   告 
 あっせん・仲裁や諮問に対する審議・答申に関し、競争ルールの改善等について意見が 
  あれば、総務大臣に対し勧告を行う。 

相 談  事務局に相談窓口を設け、事業者間の紛争等に関する相談に対応している。                        

通信・放送事業者等 総務大臣 

裁 定 等 

業務改善命令等 

競争ルールの改善等 

電気通信紛争処理委員会 

あっせん 

他事業者等からの 
意見申出 

 
法令違反の状況 

 ・電気通信事業者間 
 ・コンテンツ配信事 
 業者等と電気通信事 
 業者との間 
 ・ケーブルテレビ事 
 業者等と地上テレビ 
 ジョン放送事業者と 
 の間      等 
       の紛争 

仲 裁 

審 議・答 申 

勧   告 

申 請 

申 請 等 諮 問 

答 申 

諮 問 

答 申 
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 １ 専門性を活かした迅速・公正な紛争解決 
 

    紛争解決に要する時間：平均約４か月   
 

         →費用・時間面での当事者の負担軽減、早期の新サービスの開始、利用者の利便性向上。 

 ２ 紛争の未然防止 

   ・「電気通信事業者」相談窓口を設けて、本格的に紛争化する前段階においても当事者からの相談に対応。 

               （→この段階で解決するケースもある。） 

      ・過去の紛争処理事案に関する情報を積極的に公開（ウェブサイト、紛争処理マニュアル）。                      

              委員会の紛争処理の前例を事業者が参照できるようにすることで、類似の紛争の発生を未然に防止。     

 ３ セーフティネット機能 

    ・委員会が公正中立な第三者機関として、事実関係や両当事者の考え方を十分確認した上で紛争の解決を図る

ので、新規参入事業者や小規模事業者が事業展開を行うに当たっての安心感を醸成。     

  ４ 総務大臣への「勧告」を通じた、競争ルールの改善 
     ・ブロードバンドサービスの競争促進、固定発携帯着電話料金の低廉化、MVNOの参入促進などに一定の貢献。     

電気通信紛争処理委員会の役割 6 



7 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（概要） 

目的＝紛争の解決を図るのにふさわしい手続を選択することを容易にし、国民の権利利益の適切な確保に資する 

出所：法務省 かいけつサポートHP 裁判外紛争解決手続について 



認証紛争解決事業者一覧（２０１４年６月１日現在） 

取り扱う紛争の範囲 認証紛争解決事業者名 

民事一般 民事に関する紛争（全般） 
 

横浜弁護士会 （紛争解決センター）、東京司法書士会 （調停センター）他 

商事一般 商事に関する紛争 一般社団法人 日本商事仲裁協会 （東京事務所、大阪事務所） 

下請け取引に関する紛争 公益財団法人 全国中小企業取引振興協会 （下請適正取引推進センター（下請かけこみ寺本部））他 

知的財産 知的財産に関する紛争 日本知的財産仲裁センター（東京・関西・名古屋支部、北海道・東北・中国・四国・九州支所） 

商標法及び不正競争防止法
における侵害行為に関する
権利者と業者間の紛争 

一般社団法人ユニオン・デ・ファブリカンＵＤＦ－ＡＤＲセンター 

消費者 商品の欠陥に関する紛争
（自動車・家電） 

一般財団法人 家電製品協会 家電製品ＰＬセンター 
公益財団法人 自動車製造物責任相談センター 

ブランド品に関する売買契約
紛争 

一般社団法人日本流通自主管理協会 ブランド１１０番事務局 

金融・保
険 

金融商品に関する紛争 特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター 証券・金融商品あっせん相談センター、同大阪事務
所 

共済契約に関する紛争 一般社団法人日本共済協会 日本共済協会共済相談所 

医事紛争 医事紛争 特定非営利活動法人医事紛争研究会 医療紛争相談センター 

交通 自転車事故に関する紛争 東京都行政書士会 行政書士ＡＤＲセンター東京 
一般財団法人日本自転車普及協会 自転車ＡＤＲセンター 

スポーツ スポーツに関する紛争 公益財団法人 日本スポーツ仲裁機構 

出所：法務省 「かいけつサポートHP 認証紛争解決事業者検索」 
※ 2014年6月1日現在で認証紛争解決事業者の数は131者。上表ではそのうち、一部の事業者を抜粋。 
※ 「取り扱う紛争の範囲」についても、HPに記載されている分類（2の大分類、14の中分類、34の小分類）から一部抜粋。 
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家電製品PLセンターについて 

法務大臣 

製造物責任法（PL法）審議時の附帯決議を受けて公表された通商産業省通達「製品分野別裁判外紛争処理体制の整備について」
の趣旨に基づき、1995年に家電製品PLセンターが成立。 
2007年、ADR法上の紛争解決事業者として認証。 

《家電製品PLセンターの特徴》 

○ 家電製品に関する苦情処理の実務経験や家電製品関連技術の専門知識を有する者（カウンセラー）が、相談を担当。 
○ カウンセラー又は弁護士が、斡旋を担当。両当事者に斡旋案を通知。 
○ 弁護士、消費者問題有識者及び技術者で構成される「裁定委員会」が裁定を担当。裁定書を作成し、両当事者に受諾を勧告。 
○ 学識者、消費者問題有識者、流通関係者、行政関係者及び家電製品関連技術の専門知識を有する者１２名以内で構成される「家電製品PLセン

ター運営協議会」が、センターの運営に関して一般財団法人家電製品協会の理事長に意見具申等を行う。 
○ 利用者は、相談、斡旋、裁定のいずれかを申込む。斡旋手続の途中で裁定手続に移行することが可能。 

消費者 トラブル 事業者 

家電製品PLセンター 
（一財 家電製品協会） 

家電製品PLセンター
運営協議会 

申請に基づき認証 意見具申等 

相談・斡旋
部門 裁定部門 

紛争解決の申立 斡旋案の通知 
裁定書の受諾勧告 相談 助言 

情報提供 

ADR法の枠組 
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金融ADR制度について 

行政庁 

指定紛争解決機関 

金融商品取引法等の一部を改正する法律（2009年）等により、各業法の目
的に沿って金融ADR制度を業法上の枠組として整備 

《金融ADR制度の趣旨》 

● 紛争解決機関を行政庁が指定・監督し、その中立性・公正性
を確保。 
● 利用者から紛争解決の申立てが行われた場合には、金融機関
に紛争解決手続の利用や和解案の尊重等を求め、紛争解決の実
効性を確保。 
● 金融分野に知見を有する者が紛争解決委員として紛争解決に
当たることにより、金融商品・サービスに関する専門性を確保。 

● 事案の性質や当事者の事情に応じた迅速・簡便・柔軟な紛争
解決が可能に。 
● 法的枠組の下、利用者の納得感のあるトラブル解決 
● 金融商品・サービスへの利用者の信頼性の向上 

 業態横断的な金融ADR制度が構築されることが将来的には望ま
しいが、金融商品・サービスの特質がそれぞれ異なる状況を踏ま
え、高まる利用者ニーズに早期に応えるためにも、各業態ごとの
現在までの取組を活用して、業態を単位とした金融ADR制度を導
入。 

《指定紛争解決機関の特徴》 

①指定紛争解決機関利用義務：金融機関は、指定紛争解決機関が存在する場合、当該機関と手続実施基本契約を締結しなければならない。 
②手続実施基本契約には、次の事項を規定しなければならない。 
 －手続応諾義務：指定紛争解決機関は、苦情処理手続または紛争解決手続を開始した場合、金融機関に対しこれらの手続に応じるよう求めることができ、当

該金融機関は、その求めがあったときは、正当な理由なくこれを拒んではならない。 
 ー資料提出義務：指定紛争解決機関は、苦情処理手続又は紛争解決手続において、金融機関に対し、報告又は帳簿書類その他の物件の提出を求めることがで

き、当該金融機関は、その求めがあったときは、正当な理由なくこれを拒んではならない。 
 ー特別調停案受諾義務：紛争解決委員が提示した和解案によって和解が成立する見込みがない場合には、紛争解決委員は特別調停案を出すことができ、 顧客

側はその案を拒否できるが、金融機関はそれを受諾する義務があり、1ヶ月以内に訴え提起がなされる等の事情がなければ受諾義務を免れられない。 

銀行・保険・証券などの業態ごとに 
それぞれ金融ADRの枠組を導入 

利用者 トラブル 金融機関 

申請に基づき指定 
行政庁による監督 

弁護士・認定司法書士等からなる紛
争解決委員が和解案を策定 

紛争解決の
申立 

和解案の提示 

利用者から紛争
解決の申立が行
われた場合には、
金融機関に紛争
解決手続の利用
や和解案の尊重
等を求める 

（注）紛争解決機関が指定されない段階では、金融機関自身に苦情処理・紛争解決へ
の取組を求め、利用者保護の充実を図る 

※ 金融庁HP（http://www.fsa.go.jp/policy/adr/）の資料を参考に作成 
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受信障害対策紛争処理事業（地デジ・ビル陰障害等に関するＡＤＲ）について 

 受信障害対策共聴施設の地上デジタル放送への対応に当たって、受信者、施設管理
者、受信障害の原因と考えられる高層建築物等の所有者、管理者等との間に生じる民
事的な紛争を対象に、法律専門家（弁護士）による「相談」「調停」を行うため、受
信障害対策紛争処理事業を実施。 

《受信障害対策紛争処理事業の趣旨》 

《受信障害対策紛争処理事業の特徴》 

①解決方法については、調整型手続（調停）を採用。（ビル陰紛争の場合、裁判に近い「仲裁」はふさわしくないと判断） 
②事業の実施期間は、2009年９月28日～2012年６月30日（※）にかけて行われ、問合せ、相談、調停の件数は次のとおり。 
【問合せ】 2,053件 
【相談】  相談件数（相談申請書送付）769件 
      相談実施件数       588件（事前解決30件） 
 
 
③相談、調停（和解）の直接的な効果のほか、本制度の存在により、当事者間協議が間接的に促進されたり、紛争解決に係る一定の基準の醸成にも効果。 
④成功要因は、ユーザ負担がないこと（事業は予算措置）、紛争自体ＡＤＲにふさわしいこと、日弁連等の協力等が大きく寄与したものと考えられる。    

● 地デジ・ビル陰障害は、複合障害もあり、原因
（者）の特定が困難であったり、単独障害であって
も当事者同士では施設改修や費用負担に関する交渉
が進まず、合意形成が長期化する場合がある。 

・明確な根拠法無し（基本方針を示す151通達のみ） 
・少額紛争 
・短期解決が必要 
という点が紛争の特徴。 

● 受信者、施設管理者、受信障害の原因と考えられ
る高層建築物等の所有者、管理者等との間に生じる
民事的な紛争を対象に、法律専門家（弁護士）によ
る「相談」「調停」を行うため、受信障害対策紛争
処理事業を実施。 ・各県デジサポは共聴施設デジタル化における紛争処理のための相談窓口を設置。 

・各県の弁護士（全国で180名程度）は、デジサポからの要請により、紛争処理における相談人、調停人を担当。 
・技術専門家（電波伝搬の専門家（全国で７人）は調停人の要請により、デジサポ統括本部が派遣。 

※開始：東京地区先行（2009年９月28日）、全国開始（2009年10月21日） 
 終了：東北3県を除く全国終了（2012年3月31日）、東北3県（2012年６月30日） 

【調停】  調停申込件数       156件（相談から調停に移った件数：142件） 
       うち調停応諾件数     98件（調停応諾率62.8％（98件/156件）） 
        うち和解件数      54件（和解成立率54.1％（54件/98件）） 
        うち不調件数      44件  
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 海外におけるＡＤＲを含む紛争処理機能の在り方 

米国 オーストラリア EU 英国 フランス ドイツ 

（１）通信分野を対象とす
るＡＤＲの有無。 

あり あり あり 
（加盟国ごとに異な
る。） 

あり あり あり 

（２）有る場合にはその運
営主体（国、地方公
共団体、民間団体
等）、ＡＤＲを活用でき
る者の範囲、活動実
績等の概要。また、他
分野との比較。 

・FCC執行局： 
通信法の適用を受け
る公衆通信事業者が
同法の規定に違反し
ていることについて、
全ての者がFCCに対し

て苦情申出を行うこと
ができる。（通信法） 
 
・州公益事業委員会： 
通信法第252条（協定

の交渉、仲裁、承認
のための手順につい
て規定）に基づく協定
の交渉をする当事者
は、州公益事業委員
会に対して斡旋又は
仲裁を申請することが
できる。 
 

 電気通信業界オン
ブズマン（TIO）がADR
機関として存在してお
り、電気通信（消費者
保護・サービス基準）
法に電気通信事業者
のオンブズマン制度
への参加義務等が規
定されている。また、
通信メディア庁
（ACMA）がTIOの判断

に従わない事業者や
違反を繰り返す事業
者に対し、行政命令
や違反通告等を行う
こともあるなど、当該
制度へ関与している。 
 消費者は無償で制
度を利用でき、事業
者は苦情レベルに応
じた手数料を負担す
ることとなっている。
紛争処理手続は、「問
い合わせ」「照会」「斡
旋」「調査」「更なる調
査及び決定」の段階
に分けられる。 

（質の高いADRを促進

するため、欧州委員
会は拘束力を有しな
い２つの勧告を採択し、
独立性、有効性といっ
たADRが利用者に提

供すべき最低限の保
障について規定して
いる。） 

 OfcomがADRスキー
ムを管理（administer）
する独立機関を認可。
現時点では、２つの
ADRスキームとして、
「CISAS」と
「Ombudsman 
Services: 
Communications 
」を認可している。 
 通信事業者は民間
ADR手続きへの登録

が義務化されており、
消費者は無償で制度
を利用でき、事業者
は参加料と事件ごと
の手数料を負担する
こととなっている（手続
は二者で異なる）。 
  

 電気通信調停協会
（AMCE）を設置し、利

用者の対応にあたっ
ている。行政機関であ
る電気通信庁
（ARCEP）及び競争・消

費・不正取引取締総
局（DGCCRF）は、調停

者の選任や調停状況
の調査に関与してい
る。 
 調停は、加盟する電
気通信サービス業者
とその顧客との全て
の紛争を対象としてお
り、消費者は無償で
調停制度を利用でき
る。 

 BNetzA（連邦ネット
ワーク庁）がADR機関

としての役割を果たし
ており、電気通信法
第47条a「調停手続規

則」によって定められ
ている。 
 申立ては同法第47
条aに定められた消費

者の権利が侵害され
た場合にのみ認めら
れる。申立ては、申立
人、相手方、申立ての
対象、申立ての根拠、
経緯についての記述
などを明らかにするこ
ととなっており、答弁
書が提出されると、手
続きが開始される。調
停委員会は、事実関
係が明らかになった
場合には、速やかに
和解提案をなすことに
なっている。 
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イギリスの第三者機関 

○ 通信法（2003年）に電気通信事業者の苦情・紛争処理手続等の設置義務等が規定されており、通信事業者は民間ADR手続
への登録が義務となっている。 

○ 民間ADR手続には、通信の他にエネルギー、不動産、著作権許諾に関する苦情を扱う非営利企業の「Ombudsman Services: 
Communications」（433事業者が参加）と、通信に特化し弁護士等の事業者から独立した仲裁人が紛争を処理する「CISAS」
（303事業者が参加）が存在。 

○ 消費者は無償で制度を利用でき、事業者が民間ADR手続への参加料と事件ごとの手数料を負担。 

○ 通信事業者の苦情処理手続を使用し、８週間以上事業者からの連絡がない場合、若しくは事業者から膠着状態である旨の
通知が来た場合に、通信庁の承認を得た民間のADRサービスの利用が可能。 

○ ADRサービス提供者は１万ポンドまでの賠償金の設定が可能。 

手続 

CISAS 

利用者 

通信庁（Ofcom） 

Ombudsman Services: 
Communications 

承認 

《民間ADR手続》 

苦情の申立 

事業者が 
民間ADR手続に 
登録していない 

場合 

申立 

決定 

電気通信
サービス
事業者 

参加 ６
週
間
以
内
に
利
用
者
は
決
定
を 

受
諾
す
る
か
否
か
を
回
答 

↑
 

３
週
間
以
内
に
仲
裁
人
が
決
定 

↑
 

事
業
者
か
ら
の
回
答
の
送
付
及
び 

最
終
意
見
の
要
請
（
５
営
業
日
） 

↑
 

事
業
者
へ
の
写
し
の
送
付
及
び 

回
答
の
要
請
（
10
営
業
日
） 

↑
 

苦
情
申
請
書
の
受
付 

→受諾する場合、事業者は 
拒否できない 

 （20営業日以内の実施） 

→拒否する場合、利用者は 
裁判に付すことができる 

消
費
者
の
受
諾
に
よ
り 

オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
の 

最
終
決
定
と
な
り 

事
業
者
は
拒
否
で
き
な
い 

↑
 

事
実
誤
認
と
新
た
な 

 

証
拠
の
確
認 

          

電
話
で
の 

苦
情
根
拠
の 

聞
き
取
り 

↑
 

苦
情
の
受
付 

→・早期解決手続 
    （5日間で解決） 
 
→・相互受諾同意手続 → 

Ombudsman Servicesの手続 

CISASの手続 
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オーストラリアの第三者機関 

○ 電気通信事業における消費者保護に関する独立機関として、電気通信業界オンブズマン（TIO）が存在。電気通信（消費者保
護・サービス基準）法（1999年）に電気通信事業者のオンブズマン制度への参加義務等が規定されている。 

○ 参加事業者は２２９２社（2014年3月30日時点） 

○ 行政機関である通信メディア庁（ACMA）は通信事業者・搬送サービス事業者のオンブズマン制度への参加プロセスに関与し
ている。また、TIOの判断に従わない事業者や違反を繰り返す事業者をACMAに通知し、ACMAが行政命令、違反通告等を行う
こともある。 

○ 消費者は無償で制度を利用でき、事業者が苦情レベルに応じた手数料を負担。 

○ 紛争処理手続は、「問合せ」「照会」「斡旋」「調査」「更なる調査および決定」の段階に分けられる。TIOが行う決定には、消費
者が受け入れた場合に事業者への拘束力を持つ判断（decision）と拘束力を持たない勧告（recommendation）の２つがあり、
TIOは、判断については５万豪ドル、勧告については１０万豪ドルまでの制裁金の設定が可能。 

手続 

利用者 

通信メディア庁（ACMA） 

電気通信業界オンブズマン 
(TIO：Telecommunications Industry 
Ombudsman) 

承認 
《民間ADR手続》 

苦情の申立 

調査 
指導 
決定 

通信事業者 
・搬送サービス

事業者 

違反事業者 
の通知 

行政命令 
違反通告 
   等 

①問合せ：適切な窓口を案内 
②照会：事業者に苦情検討の機会を提供 
（10営業日以内に消費者に連絡を取り解決） 
③斡旋：TIOが苦情の詳細を聴取し事業者に
伝達（10営業日以内に解決案を報告） 
④調査：調査照会を行い（20営業日以内に書
面で説明）、公正かつ合理的な解決策を模索 
⑤更なる調査および決定：複雑な案件につい
ては、オンブズマンが判断または勧告を実施。 
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フランスの第三者機関 

○ 電気通信事業に関する消費者保護を専門的に取り扱う機関として、2003年に設立された電気通信調停協会（AMCE）が運営
する調停（Le Médiateur）がある。 

○ 調停は、コンテンツに関するものを除く、加盟する電気通信サービス業者とその顧客との間のすべての紛争を対象としてお
り、協会には９８％以上の事業者が加盟している。 

○ 行政機関である電気通信庁（ARCEP）および競争・消費・不正取引取締総局（DGCCRF）は、調停者の選任（任期は３年）や調
停状況の調査に関与している。 

○ 消費者は無償で調停制度を利用できる。 

○ 2012年の協会の憲章修正により、調停者は今後の紛争回避のために、加盟業者に勧告をすることができるようになった。 

利用者 

電気通信庁（ARCEP） 

電気通信調停協会 
(Association Médiation 
Communications Electroniques) 

調停者の選任 
調停状況調査 

調停の申込み 

勧告 

電気通信サービ
ス事業者 

競争・消費・不正取引取締総局
（DGCCRF） 

《調停制度》 

加盟 

調
停
者
の
意
見
に
従
う
か
否
か
の
通
知 

↑
 

主
張
・
証
拠
に
基
づ
き
判
断 

↑
 

他
方
当
事
者
へ
の
反
論
の
要
求
（
１
ヶ
月
） 

↑
 

書
式
に
よ
る
調
停
申
込
み
の
受
理 

↑
 

解
決
し
な
い
場
合
、 

事
業
者
か
ら
顧
客
に
、
調
停
者
の
名
前
、 

住
所
、
調
停
手
続
の
方
法
を
通
知 

↑
 

調
停
制
度
の
利
用
は
電
気
通
信
事
業
者
の 

内
部
苦
情
処
理
手
続
の
利
用
が
前
提 

手続 
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□ １ 電気通信役務の特性 
 
□ ２ 説明義務等の在り方（適合性の原則、書面の交付、広告表示） 
 
□ ３ 契約関係からの離脱のルール（取消し、クーリングオフ、解約） 
 
□ ４ 販売勧誘活動の在り方 （再勧誘、代理店監督体制） 
 
□ ５ 苦情・相談処理体制の在り方 
 
 □ ５－１ 事例 
 □ ５－２ 論点 ✔  



電気通信分野における苦情・相談処理体制の在り方について 

  電気通信分野においても第三者機関を設置した上で、業界全体として苦情・相談処理に取り組むこ
とが適当ではないか。 

【前提として】 
○ 電気通信サービスは、広く国民が利用するものであり、日常生活に不可欠なサービスとなっている。 
 
○ 苦情処理等については、各電気通信事業者が自ら対処しているところであるが、国民生活センターや消費生活セン

ターに寄せられる苦情・相談件数は増加傾向にある。 
 
○ 今後、電気通信分野の消費者保護ルールの見直し・充実が行われた場合には、新たなルールに基づく紛争を処理す

る受け皿が必要となる。 
 
○ もっとも、電気通信サービスに関する紛争対象は比較的少額なものが多く、費用や時間を考慮すると、訴訟による

解決が必ずしも活用できない場合もある。 
 
○ 一方で、海外においては、消費者保護のため、電気通信分野において、第三者機関を設置している例も見受けられ
る。 

 
【全体として】 
○ 電気通信サービスが国民の日常生活に不可欠なものであること、新たなルールに基づく紛争処理の受け皿の必要性

がある一方で裁判による解決が必ずしも活用しがたい面もあること、海外においては電気通信分野において第三者機
関を設置している例が複数見受けられること等を踏まえると、我が国の電気通信分野においても第三者機関を設置し
て、苦情・相談処理に取り組むことが適当ではないか。 
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第三者機関の運営者について 

  第三者機関を設置した場合、当該機関の運営者について、どのように考えるべきか。 

【背景】 
○ 第三者機関による紛争解決手続を運営者により大別すると、①司法型、②行政型、③民間型の３類型が想定される。 
 
○ 電気通信サービスは、サービス提供の基礎となる技術が高度・複雑であり、かつ技術の進展が早い。 
 
○ 他業界においては、第三者機関の中立性・公平性を保つため、学識者・弁護士等の外部有識者を手続実施主体等に

含める例も見受けられる。 
 
【論点】 
○ 電気通信サービスは、技術が高度・複雑であることを踏まえると、それらの知見を有する電気通信事業者の関係者

が苦情・相談対応に当たることが、消費者への的確な対応を実現することになるのではないか。具体的には、電気通
信分野において、第三者機関を設置する場合、民間型によることが適当ではないか。 

 
○ また、民間型による場合には、手続の中立性・公平性を保つ必要があることも踏まえ、必要に応じて、法的専門知

識を有する学識者・弁護士等の外部有識者を手続実施主体等に含めることが適当ではないか。 
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第三者機関において取り扱う紛争の範囲について 

  第三者機関を設置した場合、当該機関で取り扱う紛争の範囲について、どのように考えるべきか。 

【背景】 
○ 電気通信サービスにおいては、｢光ファイバー｣｢携帯電話サービス｣｢モバイルデータ通信サービス｣等の多様なサー

ビスが存在し、それらの業態ごとに様々な苦情が寄せられている。 
 
○ また、苦情相談の内容としては、隣接領域であるアプリ等のコンテンツサービスや携帯電話端末に関する相談等も

寄せられている。 
 
【論点】 
○ 電気通信サービスに関する苦情・紛争処理を取り扱う第三者機関においては、｢光ファイバー｣｢携帯電話サービス｣

｢モバイルデータ通信サービス｣等の各業態ごとに苦情・紛争処理の手続対応を切り分けることが適当か。 
 
○ また、電気通信サービスの隣接領域であるアプリ等のコンテンツサービスや携帯電話端末に関する問題を紛争対象

として電気通信サービスと切り分けることが適当か。 
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紛争解決手続について 

  第三者機関を設置した場合、当該機関が担う紛争解決手続の内容について、どのように考えるべき
か。 

【背景】 
○ 第三者機関が担う紛争解決手続としては、①相談・助言、②あっせん・調停、③仲裁等が考えられる。また、消費
者への注意喚起や他の第三者機関の相談業務の支援等を目的として、消費者からの相談情報を収集し、その内容を分
析・提供している例も見受けられる。 

 
○ 電気通信サービスに関する紛争対象は比較的少額なものが多く、費用や紛争が解決するまでの時間を考慮すると、

個別の案件については、訴訟による解決が必ずしも活用できない場合もありうる。 
 
○ 他業法や海外事例においては、事業者のADR手続への加入義務、一定の要件を満たす場合の事業者に対する手続応

諾義務、手続における資料提出義務、特別調停案の受諾義務等の紛争解決に向けた実効的な仕組みが設けられている
例も見受けられる。 

 
【論点】 
○ 紛争解決の費用・時間や解決の実効性等を踏まえると、ADR機関が担う紛争解決手続の内容としては、①相談・助

言の他、実効的な紛争解決に向けた②あっせん、調停や必要に応じて、③仲裁等の手続も含めるのが適当か。 
 
○ また、消費者への注意喚起や他機関の相談業務を支援し、消費者保護を充実させる必要があることを踏まえると、

相談内容の分析・公表を当該第三者機関の機能に含めることが適当か。 
 
○ 紛争解決の実効性等を踏まえると、一般的なADR手続における法的効果の他、必要に応じて、他業法（金融ADR）や

海外において見受けられる第三者機関への加入義務、手続応諾義務、資料提出義務、特別調停案の受諾義務等の紛争
解決に向けた実効的な仕組みを導入することが適当か。 
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運営費用について 

  第三者機関を設置した場合、当該機関の運営費用について、どのように考えるべきか。 

【背景】 
○ 第三者機関による相談・助言や紛争処理には一定のコストを要する。 
 
○ 一方で、電気通信サービスに関する紛争対象は比較的少額なものが多く、利用者である消費者に対して、多額の申

立手数料を負担させた場合、手続の利用を期待しがたい。 
 
【論点】 
○ 手続の中立性・公平性や消費者の負担等を踏まえた上で、第三者機関の運営費用の分担について、どのように考え

るべきか。 
 
○ また、事業者における費用分担については、苦情相談の件数・割合等の要素を考慮することが適当か。 
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他機関との連携について 

  第三者機関を設置した場合、他機関との連携について、どのように考えるべきか。 

【背景】 
○ 利用者保護の充実の観点からは、第三者機関相互間で情報交換や案件の移送等など、トラブルの解決に向けた連携

を図ることが重要。 
 
【論点】 
○ 消費生活センター、総務省相談センター等の既存組織との連携（苦情・相談対応、あっせん等について）の在り方

をどのように考えるべきか。 
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23 （参考）英国第三者機関（CISAS）の申請様式例 



24 （参考）英国第三者機関（CISAS）の事例紹介例 
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